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都市整備部交通企画担当 

 

 

エイトライナー促進協議会の活動について 

 

標記の「エイトライナー促進協議会」について、下記のとおり総会及び理事会が開催さ

れましたので、報告いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 開 催 日  令和７年７月 25 日（金） 

 

２ 参 加 者  関係６区：区長、副区長 

区議会正副議長、区議会所管委員会正副委員長 

※６区：北区、板橋区、練馬区、杉並区、世田谷区、大田区 

 

３ 議  事  議案第 1号 令和６年度 活動実績報告 

議案第２号 令和６年度 歳入・歳出決算報告 

議案第３号 令和７年度 事業計画 

議案第４号 令和７年度 歳入・歳出予算 

  

４ 活動報告  令和６年度活動報告及び今後の進め方  

 

５ 講 演 会  演題：「持続可能な都市公共交通とまちづくりの展望」 

        講師：早稲田大学理工学術院 教授森本 章倫 氏 
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エイトライナー促進協議会 

 

第 ３ ２ 回 総 会 次 第 
 

進行：板橋区都市整備部長 

 

１．開  会 

２．挨  拶 

  エイトライナー促進協議会会長   世田谷区長  保 坂 展 人 

３．役員紹介 

４．議  事  

 （１）議案第１号 令和６年度 活動実績報告 

 （２）議案第２号 令和６年度 歳入・歳出決算報告 

（３）議案第３号 令和７年度 事業計画 

（４）議案第４号 令和７年度 歳入・歳出予算 

５．活動報告 

 「令和６年度活動報告及び今後の進め方」  

板橋区都市整備部都市計画課長 

６．講演会 

テーマ：「持続可能な都市公共交通とまちづくりの展望」 

講 師：早稲田大学理工学術院 教授 森本 章倫 氏 

７．閉  会 
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【議案第１号】 
 

令和６年度  活動実績報告 
 

 

１．エイトライナー促進協議会第３１回理事会・総会の開催 

開催日等  令和６年７月３０日（木）玉川区民会館 

内  容  （１）令和５年度 活動実績の承認 

      （２）令和５年度 歳入・歳出決算の承認 

      （３）令和６年度 事業計画の決定 

      （４）令和６年度 歳入・歳出予算の決定 

 

 

２．実現に向けた調査研究 

平成２８年に交通政策審議会答申第１９８号において示された課題解決に向け、

エイトライナー促進協議会、東京都及びメトロセブン促進協議会で構成する都区

連絡会において、需要予測の事前調査を実施した。また、次期答申までに必要な

調査内容や係る費用の明確化を目指し、必要に応じた分担金の精査に取り組んだ。 
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【議案第２号】 
 

令和６年度 歳入・歳出決算報告 
 

 

エイトライナー促進協議会

会長　 保坂　展人

（単位：円）

予算額 決算額 増　減 摘　要

1,800,000 1,800,000 0 1区30万円

0 1,152 1,152 預金利息

1,042,675 1,042,675 0

2,842,675 2,843,827 1,152

予算額 決算額 増　減 摘　要

800,000 280,073 △ 519,927

 ①総　会 200,000 98,073 △ 101,927

 ②研修会 100,000 50,000 △ 50,000

 ③啓発活動 500,000 132,000 △ 368,000 ホームページ保守管理

 ④研究活動 0 0 0 調査委託料

50,000 2,480 △ 47,520 振込手数料

1,992,675 0 △ 1,992,675

2,842,675 282,553 △ 2,560,122

《歳入・歳出決算》

歳入決算額 2,843,827

歳出決算額 282,553

繰越金 2,561,274

通帳の残高

令和６年度エイトライナー促進協議会　歳入・歳出決算報告書

《歳入》

科　目

 ①分担金

内
　
　
訳

 ②諸収入

 ③繰越金

合　計

 ⑤事務費

 ⑥予備費

合　計

《歳出》

科　目

事業費
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【議案第３号】 
 

令和７年度 事業計画 
 

 

１．理事会・総会の開催 

開催日  令和７年７月２５日（金） 

会 場  板橋区役所 本庁舎 

（板橋区板橋２－６６－１） 

理事会：第２委員会室 

総 会：第１委員会室 

 

２．区部周辺部環状公共交通の実現に向けた今後の対応について 

 

  平成２８年に交通政策審議会答申第１９８号において示された課題解決に向け、

エイトライナー促進協議会、東京都及びメトロセブン促進協議会で構成する都区連

絡会において、近年の社会情勢を考慮した中量軌道等の需要予測調査及び費用便益

分析を実施する。 
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【議案第４号】 

 

令和７年度 歳入・歳出予算 

 
１．内訳  

《歳入》

令和７年度予算 令和６年度予算 増　減 摘　要

8,400,000 1,800,000 6,600,000

0 0 0 預金利息

2,561,274 1,042,675 1,518,599

10,961,274 2,842,675 8,118,599

令和７年度予算 令和６年度予算 増　減 摘　要

8,350,000 800,000 7,550,000

総　会 100,000 200,000 △ 100,000

研修会 50,000 100,000 △ 50,000

啓発活動 200,000 500,000 △ 300,000
ホームページ保守管理委託(令和７年４月
１日契約）

研究活動 8,000,000 0 8,000,000 調査委託等

50,000 50,000 0 図書購入、雑費等

2,561,274 1,992,675 568,599

10,961,274 2,842,675 8,118,599

予備費

合　計

科　目

事業費

内
　
　
訳

事務費

合　計

《歳出》

分担金

諸収入

繰越金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　目

 
 

 

２．分担金金額 
１区 １４０万円 

 

３．納入期限 
 令和７年８月１５日（金） 
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「エイトライナー促進協議会」設置要綱 
 

 

（総則） 

第１条 環状８号線沿線の大田区、世田谷区、杉並区、練馬区、板橋区及び北区（以

下「６区」という。）を結ぶ環状方向の新しい公共交通（以下「エイトライナー」

という。）を整備し、交通の利便性を確保することにより住民福祉の向上を図るこ

とを目的として、「エイトライナー促進協議会」（以下「協議会」という。）を設置

する。 

（事業） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

（１）国、東京都及び関係機関への請願及び陳情 

（２）エイトライナーの整備促進のために必要な事業 

（構成） 

第３条 協議会は、総会と理事会で構成し、協議会の事務を運営する幹事会を置く。 

（総会等） 

第４条 総会は、６区の区長、副区長、区議会正副議長及び当該委員会正副委員長を

もって構成する。 

２ 総会は、次の事項を議決する。 

（１）事業計画 

（２）収支予算決算 

（３）要綱の改正 

（４）その他、重要な事項 

３ 会長が必要と認めた場合は、理事会から付議されていない事項を議決することが

できる。 

４ 会長が必要と認めた場合は、第２項に規定する総会の議決事項を、第５条に定め

る理事会における議決事項とし、理事会の議決をもって総会の議決とみなすことが

できる。 

（理事会等） 

第５条 理事会は、６区の区長及び区議会議長をもって構成する。 

２ 理事会は、次の事項を議決する。 

（１）総会に付議すべき事項 

（２）総会の議決を要する事項で早急な施行が必要であり、会長において総会を招集

するいとまがないと認めた事項 

（３）その他、会長が必要と認めた事項 

３ 会長が必要と認めた場合は、前項に規定する理事会の議決事項を、第 14条に定

める幹事会における議決事項とし、幹事会の議決をもって理事会の議決とみなすこ

とができる。 

４ 会長が必要と認めた場合は、第６条第１項の規定に関わらず、理事会は書面によ

る決議ができるものとする。 

（会議） 

第６条 総会及び理事会（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議は、構成員の３分の２以上の出席をもって成立する。ただし、委任状の提出

があった場合は、委任者は出席したものとみなす。 

３ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

４ 会議の議決は出席者の過半数をもって決し、可否同数の場合は議長の決するとこ
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ろによる。 

（役員） 

第７条 協議会に役員として理事１２名を置き、次の者を選任する。 

（１）会長 １名 

（２）副会長 ３名 

（３）会計監事 ２名 

（会長） 

第８条 会長は、理事の互選とする。 

２ 会長は会務を統括し、協議会を代表する。 

（副会長） 

第９条 副会長は、理事の互選とする。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、会長があらかじめ指定する副

会長が会長の職務を代理する。 

（会計監事） 

第１０条 会計監事は、理事の互選とする。 

２ 会計監事は、協議会の経理を監査する。 

（役員の任期） 

第１１条 役員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

２ 役員に欠員を生じたときは速やかに補充し、その任期は前任者の残任期間とする。 

３ 後任者が就任するまでは、前任者がその職務を行うものとする。ただし、前任者

が理事でなくなった場合はこの限りではない。 

（顧問） 

第１２条 協議会に、顧問を置くことができる。 

２ 会長は、理事会の承認を得て顧問を委嘱する。 

（職員） 

第１３条 協議会に次の各区の職員を置き、会長が委嘱する。 

（１）常任幹事は、部長級の職員を充てる。 

（２）幹事は、課長級の職員を充てる。  

（３）書記は、担当者を充てる。  

２ 常任幹事及び幹事は、会長及び理事の指示により事務を執行する。 

３ 書記は、幹事の指示により事務に従事する。 

（幹事会） 

第１４条 協議会に前条第１項第１号の常任幹事および第２号の幹事をもって構成

する幹事会を置く。 

２ 幹事会は、第５条第２項に規定する、理事会で議決すべき事項について提案する

ことができる。 

３ 幹事会は、構成員の３分の２以上の出席をもって成立する。ただし、委任状の提

出があった場合は、委任者は出席したものとみなす。 

４ 幹事会の議長は、第８条第１項の規定する会長の属する区の常任幹事を充てる。 

５ 幹事会は、第５条第３項の規定による議決をするときは、出席者の過半数をもっ

て決し、可否同数の場合は議長の決するところによる。 

6 幹事会は、前項の規定により議決をしたときは、速やかに会長に報告するものと

する。 

（会計） 

第１５条 協議会の経費は、６区の分担金及びその他の収入をもって充てる。 

２ 分担金の額及び納入の期限は、理事会において決定する。 

３ 会計年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 
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（雑則） 

第１６条 協議会の事務局は、会長の属する区役所内に置く。 

第１７条 この要綱に定めるもののほか協議会の運営に関し必要な事項は、理事会に

おいて定める。 

附則 

この要綱は、平成６年５月２６日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成１９年７月２６日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成３０年７月２５日から施行する。 
 



 

－１０－ 

 

エイトライナー促進協議会会員名簿 

世 田 谷 区 長 保 坂 展 人 副区長 川 野 正 博

副区長 玉 川 一 二

区議会副議長 松 本 洋 之

交通政策調査
特別委員会委員長 小 峰 よ し え

交通政策調査
特別委員会副委員長 津 田 智 紀

大 田 区 長 鈴 木 晶 雅

杉 並 区 議 会 議 長 木 梨 も り よ し 副区長 清 水 優 子

練 馬 区 議 会 議 長 上 野 ひ ろ み 区議会副議長 羽 田 圭 二

世田谷区議会都市整備常任委員
会委員長 畠 山 晋 一

世田谷区議会都市整備常任委員
会副委員長 た か じ ょ う 訓 子

副区長 渡 辺 幸 一

区議会副議長 川 原 口 宏 之

板 橋 区 長 坂 本 健 道路交通対策特別委員会委員長 松 本 浩 一

北 区 議 会 議 長 青 木 博 子 道路交通対策特別委員会副委員長 矢 口 や す ゆ き

副区長 宮 下 泰 昌

区議会副議長 鈴 木 た か し

都市整備委員会委員長 藤 井 た か し

大 田 区 議 会 議 長 鈴 木 隆 之 都市整備委員会副委員長 山 田 か ず よ し

世田谷区議会議長 石 川 な お み

杉 並 区 長 岸 本 聡 子

練 馬 区 長 前 川 燿 男 副区長 尾 科 善 彦

板 橋 区 議 会 議 長 田 中 しゅんすけ 区議会副議長 田 中 い さ お

北 区 長 山 田 加 奈 子 都市建設委員会委員長 お な だ か 勝

都市建設委員会副委員長 木 田 お り べ

副区長 小 林 孝

区議会副議長 石 川 さ え だ

建設委員会委員長 宮 島 修

建設委員会副委員長 本 田 正 則

エイトライナー促進協議会会員名簿

[世田谷区]

［会計監事］

［理　　事］

[練馬区]

[北区]

(令和７年７月２５日現在）

［杉並区］

[会　　長]

［副 会 長］

[大田区]

[板橋区]
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＜区部周辺部環状公共交通の新設＞

課題

意義

・事業性に課題があるため、関係地方公共団体に
おいて、事業計画について十分な検討が行われ
ることを期待。

・また、高額な事業費が課題となると考えられること
から、需要等も見極めつつ中量軌道等の導入や
整備効果の高い区間の優先整備など整備方策
について検討が行われることを期待。

・環状七・八号線沿線地域間相互の環状方向のア
クセス利便性の向上を期待。

「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」の一つに位置付け

１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

高額な事業費を縮減するための検討が必要
※鉄道ネットワークのプロジェクトの検討結果（平成28年7月東京圏における今後の都市鉄道のあり方に関する小委員会）
総事業費12,400（億円）、累積資金収支黒字転換年41年、B/C 0.7。都区連ではこの前提となる検討をH21～23に実施

交通政策審議会答申 第１９８号（平成28年４月）

３
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２ 過年度の委託調査

（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）

従来の地下鉄と比べ、
概算で１割程度の
事業費を削減

6.5ｍ 6.0ｍ

※構造物や車両の小型化掘削土量等の低減など標準地下鉄 低コスト断面標準地下鉄等

断 面 の 小 型 化

◼ 従来の地下鉄（標準地下鉄）形式より小さい断面の構造形式（低コスト断面標準地下鉄等）での事
業費の縮減可能性を検討

◼ 需要等も踏まえた規格等の見直しにより、事業費縮減効果を確認
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２ 過年度の委託調査

（２）交通流動実態調査（H29～R元）

・内々流動：私事目的が多い／移動手段は自転車・自動車が多く、短トリップ／需要動向と地域特性に関連

・内外流動：交通手段は主に鉄道が占めるが、一部の結節駅ではバスや自転車利用者が存在

大田区

世田谷区

杉並区

練馬区

板橋区 北区 足立区

葛飾区

江戸川区

内々流動
（検討対象９区の内々）

検討対象９区

大田区

世田谷区

杉並区

練馬区

板橋区 北区 足立区

葛飾区

江戸川区

後背地

内外流動
（後背地⇔

検討対象９区）

都心部

内外流動
（都心部⇔
検討対象９区）

検討対象９区

内々流動のイメージ 内外流動のイメージ

◼ 区部周辺部環状地域（以下「区部環地域」という。）における交通流動等の実態を把握

◼ 区部環地域の流動特性として、特定区間における需要や短トリップ傾向を確認

◼ 一定の需要は確認できたが、地下鉄整備に見合う需要精査や事業費削減が
引き続き課題

◼ 事業費や輸送力（需要）等の観点から地下鉄や中量軌道を整理

７
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２ 過年度の委託調査

地下鉄

（大都市長大編成高頻度）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄

（地方都市・短編成）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄

（低コスト断面標準地下鉄）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄

（スマート・リニアメトロ）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量

（定員）
45,000人/時～23,400人/時 11,040人/時

概算事業費 150～250億円/km 174億円/km(H24調査) 154億円/km（R2調査）

主な課題 事業費が高額（約1.1～1.5兆円）
事業費の精査が必要だが、地下鉄系の中では

低廉傾向（約0.9兆円）。

東京メトロ東西線 名古屋市桜通線 大阪南港試験線東急東横線

（３）事業費縮減検討及びまちづくりの動向整理（R２）

◼ 地下鉄系の最小規格であるスマート・リニアメトロの事業費について、
線形検討の結果、過年度成果から1,163億円（約20億円/km）の縮減を確認

◼ 沿線まちづくりの動向を把握。沿線の再開発・他交通モードからの転換により需要が
増えるため、今後も精査が必要

◼ 答申で課題掲示された事業費縮減策として、中量軌道等の導入について概略検討
を確認

９
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中
量
軌
道
シ
ス
テ
ム
等

項目

地上系 高架系

LRT

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)
BRT

(高速基幹ﾊﾞｽｼｽﾃﾑ)
モノレール

(ｺﾞﾑﾀｲﾔ式ｶﾞｲﾄﾞｳｪｲｼｽﾃﾑ)
新交通システム

(ｺﾞﾑﾀｲﾔ式ｶﾞｲﾄﾞｳｪｲｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量

（定員）
4,650人/時 3,900人/時 12,000人/時 10,500人/時

概算事業費 約50億円/km 約20億円/km 約280~300億円/km 約260～280億円/km

主な課題
道路車線・幅員に影響又は新たに用地
取得が必要

定時性を確保するため、専用レーンの
設置が必要（道路車線等に影響あり）

道路車線・幅員に影響また道路拡幅伴うため用地・建物補償費が比較的高額、
今後立体交差部や大規模河川の渡河を考慮した精査が必要

コスト縮減案 軌道敷防震化/ゴムタイヤトラムの導入/信用乗車方式導入 等 支障用地及び建物補償の削減/駅舎規模の縮小/車両基地規模の縮小

今後必要な
検討項目

中量軌道システムの導入を想定した場合における需要予測検討の実施

→必要車両数や車両基地規模の縮小に直結

◼ 中量軌道等の導入について、地上系及び高架系の概略検討を実施

◼ 地上系の概算事業費は、全周で約1,200～3,000億円であることを確認

◼ 高架系の概算事業費は、全周で約1.5兆円～1.9兆円であることを確認

多摩モノレール ゆりかもめ福井鉄道 新潟交通連接バス

（４）中量軌道等の概略検討（R３～４）

※ルートや構造上の課題、交通需要を整理・深度化することが必要

２ 過年度の委託調査
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２ 過年度の委託調査

◼ 導入空間について、地下空間は全線において適合性・成立性は高い。

◼ 一方、高架空間は現況の道路幅員、需要や防災面も考慮するとメトロセブン区間で
適合性があると想定される。

◼ システムについて、SLIM・モノレール・AGTは違いに大差はないが、ＬＲＴ・BRTは輸送
力・速達性に課題がある。

高架区間

地平区間

地下区間

SLIM、モノレール、AGT

LRT、BRT

需要（断面交通量）

システム

路線計画の課題が小さい

路線計画の課題が大きい

断面交通量（H23需要予測結果）

多（70千人/日以上）

中（50～70千人/日）

少（50千人/日以下）

成立性が高い

成立性が低い

導入空間

（５）中量軌道等の需要予測を行うための条件整理（R５）
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３ 令和６年度の活動報告

＜項目＞

（１）需要予測の事前調査等

・需要予測を行うにあたり、近年の動向やトレンドなどを確認するためにヒアリングを実施。

（２）次期答申までに必要な調査内容や係る費用の明確化
・ヒアリングを基に令和７年度から令和９年度の委託費用及び委託内容について精査。

（３）必要に応じた分担金の精査
・令和７年度から令和９年度の委託費用から分担金の額について精査。

◼ 令和７年度以降の調査計画の精査

需要予測の実施に向けた条件整理等の事前調査や、次期答申までに必要な調査
内容、費用の明確化を目指し、下記項目の整理を実施した。
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３ 令和６年度の活動報告

◼ 需要予測を行うにあたり、近年の動向やトレンドなどを確認するため、交通工学、鉄
道工学、地域公共交通を専門とする関係機関や学識経験者等７者に対し、ヒアリン
グを実施した。

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

１７

ヒアリング先

学識経験者

公益社団法人

独立行政法人

民間コンサルタント

一般社団法人

一般財団法人

国土交通省



３ 令和６年度の活動報告

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

１８

①需要予測

②まちづくり

③費用便益分析・収支採算

④評価手法

新たな交通ネットワークの導入とまちづくりは密接に連携するため、昨今のまちづくりに関する動向をヒアリング。

令和７年度の需要予測調査に先立ち、昨今の傾向等をヒアリング。

令和７年度以降に重要となる費用便益分析や収支採算性の動向等についてヒアリング。

今後の調査検討の深度化に向けて、公共事業の評価手法の動向についてヒアリング。



３ 令和６年度の活動報告

■生活様式の変化により公共交通が通勤や通学以外
  の移動手段としての利用割合が大きくなることが
  考えられる。

Ⅰ．公共交通の利用目的の変化

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

１９

①需要予測 ②まちづくり ③費用便益分析・収支採算 ④評価手法

■近年の社会情勢を考慮したモデルを使用し需要予測を実施

帰宅時における買物等を考慮した私事目的による移動や、高齢者を考慮した上下移動の抵抗値を反映など

区部周辺部環状公共交通における需要予測等

※【参考】芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会資料「「ライトライン」開業後の状況について」抜粋

■都心部の生活利便等により主に高齢者の都心回帰

  が考えられる。そのため、需要動向は大きく変わ

  らないと推測される。

Ⅱ．都心回帰に伴う需要動向

■高齢者は昇降り等の移動を敬遠する傾向にある。
そのため、区部環の導入空間を高架や地下等の上下
移動を伴うものとすると十分に需要が出ないことが
考えらえる。

Ⅲ．区部環の導入空間別需要

※【参考】国立社会保障・人口問題研究所資料「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」を基に作成

メトロセブン沿線３区の
人口推計

エイトライナー沿線６区の
人口推計

区部環沿線９区の
人口推計

区部環沿線区における将来人口推計

398 400 405 409 411 411 409

185 185 186 186 186 185 184

582 585 590 595 597 596 593 

0

200

400

600

R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32

（万人）



■超高齢社会となり、高齢者は事故のリスクを回避

のため自家用車より公共交通を利用する人が増す

ことが考えられる。そのため、公共交通の役割が一

層重要視されることが予想される。

また、生活様式の変化やカーシェアの利用が広まり、

２０～３０年後では自家用車の利用と共に所有も

減少することが考えられる。

Ⅳ．乗用車利用の変化

３ 令和６年度の活動報告

※【参考】東京都資料「自動車関連税制に関する税収シミュレーション等調査(R3年)」抜粋

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

２０

①需要予測 ②まちづくり ③費用便益分析・収支採算 ④評価手法

■道路配分調査の実施

将来交通量の増減を見極めつつ、地上系システムの需要を把握し、導入の可能性を検討する。

区部周辺部環状公共交通における需要予測等



■今後、高齢人口がますます増加していく中で、

病院や商業施設、行政機関等の施設が区部環の

駅に直結するような街づくりを行い、利便性の

向上を図ることで、需要を増加させることがで

きると考えられる。

Ⅱ．公共交通と周辺まちづくりに伴う需要

３ 令和６年度の活動報告

■行政が施設を誘導するように上位計画に位置付

け、まちづくりで需要をつくっていくことが重要。

Ⅰ．上位計画による施設の誘導

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

※【参考】国土交通省課資料「駅まちデザインの手引き」を基に作成 ２１

病院

商業施設

行政機関

駅

大学

①需要予測 ②まちづくり ③費用便益分析・収支採算 ④評価手法

■区部環沿線のまちづくり・開発動向の調査

■駅周辺への医療・福祉・商業などの誘導と併せ、区部環を基幹的な交通としたネットワークの再編に

ついて検討する。

■コンパクト・プラス・ネットワークの実現を見据え地域間交通の意義必要性を発信する。

区部周辺部環状公共交通におけるまちづくり



３ 令和６年度の活動報告

■今後労働人口の減少に伴う税収の減少や社会資

本の維持・更新で自治体における財政は一層厳

しくなることが考えられる。そのため、なるべ

く早期に事業着手することが望ましい。

Ⅰ．財政面での緊迫性

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

２２
※【参考】国土交通省資料「今後の都市鉄道整備の促進策のあり方に関する検討会」資料抜粋

■事業採択にあたっては事業完了後、４０年で黒字

転換が求められる。

Ⅱ．求められる収支採算性

①需要予測 ②まちづくり ③費用便益分析・収支採算 ④評価手法

■優先区間および段階的整備の検討
・需要動向を把握しつつ、一定区間ごとに費用便益比や収支採算性等の評価を行うことで、より効果の高い区間を
抽出する。

・今後の財政状況を鑑み、早期実現に向けた方策を検討する。

区部周辺部環状公共交通における費用便益・収支採算性



３ 令和６年度の活動報告

（１）需要予測の事前調査(ヒアリング結果)

Ⅰ．今後の都市鉄道整備の促進策のあり方に関する検討会
・受益者負担のあり方の検討等

Ⅱ．鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル改訂に
関する調査検討委員会
・貨幣換算が困難な効果や事業の実施状況を加味
した総合的な評価等。

Ⅲ．公共事業評価手法研究委員会（学識経験者）
・評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指

 標の定量化等について検討等。

２３

※【参考】国土交通省資料「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル改定に関する調査検討委員会」
（令和５年度 第２回 委員会）資料抜粋

■防災や福祉、周辺まちづくりの視点等を加味した費用便益比を算出する必要がある。

■バスよりも輸送力・自動化で優れたシステムを導入し、担い手不足に貢献する事も便益となることを示す必要がある。

Ⅱ．評価の多様な視点による便益算出

Ⅰ．公共事業の評価手法の変化

■新たな指標の評価
貨幣価値換算できない評価項目について検討する

①需要予測 ②まちづくり ③費用便益分析・収支採算 ④評価手法

区部周辺部環状公共交通における評価



１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

２ 過年度の委託調査

（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）

（２）交通流動実態調査（H29～R元）

（３）事業費縮減検討及びまちづくりの動向整理（R２）

（４）中量軌道等の概略検討（R３～４）

（５）中量軌道等の需要予測を行うための条件整理（R５）

３ 令和６年度の活動報告

（１）需要予測の事前調査（ヒアリング結果）

（２）次期答申までに必要な調査内容に係る費用の明確化

（３）必要に応じた分担金の精査

４ 今後の進め方

目 次

２４



システム スマート・
リニアメトロ
(SLIM、LIM)

AGT
(案内軌条式
新交通システム)

モノレール
(跨座式)

ＬＲＴ
(次世代型路面電車)

ＢＲＴ
(バス高速輸送システム)

低コスト断面
標準地下鉄

イメージ

最大輸送量 11,040人/h 10,500人/h 12,000人/h 4,650人/h 3,900人/h 23,000～
45,000人/h

輸送力 276人/編成 350人/編成 400人/編成 155人/編成 130人/編成 1,500人/編成

表定速度 事例無し
鉄道同等

29.0km/h
日暮里舎人ライ
ナー

27.0km/h
多摩モノレール

21.0km/h
宇都宮ライトライン

17.3km/h
幕張BRT

35.5km/h
（東京メトロ東西線）

３ 令和６年度の活動報告

（２）次期答申までに必要な調査内容や係る費用の明確化

◼ 需要予測調査を実施。交政審１９８号答申での課題を踏まえ、中量軌道を想定し条件設定。

◼ 交通システムの分類について

想定する交通システムは、「輸送力」「速度」等の視点から、大枠で３つに分類。

出典：令和元年度、令和５年度調査

２５

①令和７年度委託調査内容

中量軌道 普通鉄道

① ② ③



＜地下＞

＜地平＞

＜高架＞

① SLIM、AGT、モノレール

≒ ≒

≒

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

・・・道路配分調査実施

３ 令和６年度の活動報告

【委託金額】約１，６００万円
【委託内容】需要予測調査（５ケース）、費用便益分析（５ケース）道路配分調査（１ケース）

（２）次期答申までに必要な調査内容や係る費用の明確化

◼ 需要予測・費用便益分析を行う５ケース

２６

② BRT、LRT

③ 低コスト断面標準地下鉄

①令和７年度委託調査内容



１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

２ 過年度の委託調査

（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）

（２）交通流動実態調査（H29～R元）

（３）事業費縮減検討及びまちづくりの動向整理（R２）

（４）中量軌道等の概略検討（R３～４）

（５）中量軌道等の需要予測を行うための条件整理（R５）

３ 令和６年度の活動報告

（１）需要予測の事前調査（ヒアリング結果）

（２）次期答申までに必要な調査内容に係る費用の明確化

（３）必要に応じた分担金の精査

４ 今後の進め方

目 次

２７



２８

３ 令和６年度の活動報告

（３）必要に応じた分担金の精査

令和７年度 令和８年度 令和９年度

・需要予測調査

・費用便益費等比較調査

・収支採算性の分析

・区間別需要や事業費の試算
・事業実現に向けた課題整理

◼ ３年間の分担金については、１区あたり１４０万円／年とする

３年間の委託費用を賄うためには、１区あたり１４０万円／年の分担金支出が必要。



１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

２ 過年度の委託調査

（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）

（２）交通流動実態調査（H29～R元）

（３）事業費縮減検討及びまちづくりの動向整理（R２）

（４）中量軌道等の概略検討（R３～４）

（５）中量軌道等の需要予測を行うための条件整理（R５）

３ 令和６年度の活動報告

（１）需要予測の事前調査（ヒアリング結果）

（２）次期答申までに必要な調査内容に係る費用の明確化

（３）必要に応じた分担金の精査

４ 今後の進め方

目 次

２９
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■
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）
確
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■
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内
容
の
再
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地下鉄既往調査の深度化
については、一定の決着

答申に示された
新たな比較検討に着手

区部環ネットワークの
あり方を再整理

R05 R10 Ｒ11

■
要
請
活
動
等

Ｒ1２年度～

４ 今後の進め方

R0６

【全体】区部周辺部環状公共交通のスケジュール（案）

３０

R0７ R0８ R0９



令和６年度活動報告及び今後の進め方
の説明は以上となります。
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